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はじめに

ゴールウェイ大学のアイルランド社会老年学センター（ICSG）およびライフコースと社会研究所は、高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書に関する協議に貢献できるこの機会を歓迎する。
我々は、高齢者の権利に関するグローバル連合（GAROP）の討議資料、およびエイジプラットフォーム・ヨーロッパによる本意見募集への提出文書を支持し、賛同する。我々のこの文書では、意見募集の3つの質問に関連してさらに16の論点を提示する。今後数ヶ月にわたるプロセスの進展の中で、これらの論点を検討していただければ幸いである。

概念的枠組み
質問1.高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？
1.　採用される概念的枠組みは、多面的（multidimensional）でなければならない。この枠組みは、権利の相互依存性を認めるとともに、高齢者が生活の様々な領域において自身のウェルビーイングを確保するために、資源、選択とコントロール、そして力が必要であることを認めるものでなければならない１。これは、高齢期においても社会の完全な一員として支援されるという、我々の共通の願いを反映するために不可欠である。また、多面的アプローチは、社会的排除が複数の種類の不利益（経済的、雇用・年金、社会的関係、デジタル分野、保健・社会的ケア、サービス・公共施設・住宅、近隣・地域社会、市民的、および象徴的・アイデンティティの疎外）を同時に引き起こし得ること、また、生活の一分野の不利益が他の分野に波及効果や排除をもたらし得ることに関する実証的証拠や概念的理解を反映するためにも必要とされる2，3。

[bookmark: _Hlk231757249]2.　採用される枠組みは、多次元的な（multi-level）視点を持つものでなければならない。これは、高齢者の経験や権利が、ミクロな相互作用（個人、グループ）、メゾな文脈（組織、地域社会）、そしてマクロな国家および国際的な機関や状況との相互連関によってどのように影響を受け、またそれを通じて実現されるかを説明するためである。年齢関連および加齢関連の不平等4，5に関する学術的知見において確立されているように、高齢者の機会と障壁は、社会のあらゆるレベルに広がる構造や文化、およびそれらの機能を支える規範や信念によって構成され、それらに埋め込まれ、そしてそれらによって伝播されるものである6，7。したがって、権利侵害とその根本原因を特定し、認識し、対処する国家の義務は、これらのレベルを通じて下位および上位へと及ぶべきである。

3. 採用される枠組みは、生涯アプローチ（ライフコース・アプローチ）を反映すべきである。一時点の要因や社会的歴史的要因が、高齢者の経験や権利の実現にどのような影響を与えてきたか、また今後も与え続けるかについて、敏感である必要がある。これは、異なる世代の高齢者が、異なる社会経済的・政治的状況や構造的制約に直面し、そのためどのように個人および集団レベルの結果、ニーズ、期待を形成しているかを把握するために不可欠である4。ライフコース・アプローチを反映することは、一部の個人や集団の境遇が時間の経過とともにいかに分岐し、ライフコース全体にわたって不利な状況が蓄積されるかについての認識を高めるためにも必要である8。これは、個人が遭遇する特定の出来事や進路による場合もあれば、不平等を助長し人生の機会を抑制する社会的プロセスを通じて（ジェンダー、階級、人種、障害、性的指向に基づいて）個人や集団に割り当てられるリスクや不利な状況による場合もある。
4. とはいえ、採用される枠組みは、特に晩年に焦点を当て、高齢化が、その人が誰であろうと、ほとんどの高齢者にとって権力と地位の喪失をもたらすことに注意を向けなければならない。したがって、この枠組みは、個人や集団の既存の不利な状況を悪化させるだけでなく、特有のリスクや排除を生み出す年齢関係と不平等に関するシステムに注目すべきである3、5。これには、エイジズムや年齢を理由とする差別、そして多くの高齢者が権威や自律を失うことにつながる社会構造内の根源が含まれる7。高齢化に関連する政策策定の文脈では、後年の課題の解決を期待して、若年層のより早い人生の段階で生じる不平等に焦点を当てる傾向が依然として残っている。このようなアプローチは、世代間の相互依存関係を軽視し、高齢化に伴う生物心理社会的変化や、社会における高齢者の特有の立場に関連するリスクを覆い隠してしまう5。

5. 採用される枠組みは、地域社会、国家、そして世界の地域で、高齢者間のつながりや連帯を認識し、その力を引き出すことを目指さなければならない。国家、民間、市民団体が、高齢者を権利の保有者として認識しないことがあるという事実は、多くの文献で指摘されている。高齢者個人やグループが、次のような立場として認識されず、代表されないことについても同様に指摘されている。すなわち、重要かつ必要な政策の利害関係者として、積極的かつ不可欠な消費者9として、そして貴重な市民活動家およびアドボカシー活動家10、11としてである。採用される枠組みは、社会のあらゆる側面において、高齢な個人や集団の参加と平等を支援するための実践的な措置を奨励し、確立すべきである。また、採用される枠組みは、(a)すべての人々が受け入れられるような高齢期のアイデンティティを促進し、(b)高齢者の草の根連合による「連帯」（togethering）と、共通の行動目標を育むための望ましい取り組みを推進するものとなるべきである。

6. 採用される枠組みは、晩年の実体験に根ざしたものでなければならず、世界各地域の多様な高齢者層の代表者と共に策定・合意される必要がある。国内的および国際的に、政策策定に向けた高齢者の意見を捉える体系的なアプローチが欠如している12、13。これには、一貫した協議戦略、共同形成（設計・制作）プロセス、参考パネル、および実体験に基づくピア・ロールが含まれる。地方・地域のサービス設計、サービス提供、提供組織、および政策・実践の戦略的開発の各レベルにおいて、高齢者を意思決定に参画させるために必要な仕組みへの配慮が不十分である11。こうした欠如は、低・中・高所得国を問わず、法的・政治的場や議論において平等の原則を実践する我々の能力を弱めてている。概念的枠組みの選択、法的拘束力のある文書の策定、およびその実質的な焦点の明確化は、こうした欠陥を是正するための基礎となる基盤を提供する。

原則と欠落

質問2.高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？
「高齢者の権利のためのグローバル連合（GAROP）」の討議文書およびエイジプラットフォーム・ヨーロッパによる本意見募集への提出文書で明記された原則に加え、法的拘束力のある文書は、以下の原則および考慮事項に沿い、それに留意すべきである。

7. 継続的な人間開発への意欲：法的拘束力のある文書は、個人の主体性を強調し、高齢期における継続的な人間開発の重要性を明文化する、意欲的な取り組みとエンパワーメントの原則に裏打ちされるべきである。高齢期がどのようなものになり得るかについて、我々の期待を高める必要性が依然として存在する。また、高齢期を単なる手段として捉え、現状維持を目的とするような見方――つまり、望める最善のことは「現状を可能な限り長く維持すること」に過ぎないという見方――から脱却する必要も依然として存在する5、14。我々は、高齢期を人間の発達における重要な段階として認識し、促進しなければならない。その段階において、高齢者は社会の完全な一員として享受すべき社会的、政治的、市民的権利を享受できる。これは、高齢者の多様な能力と、社会における主要な領域（社会的・文化的参加、教育・学習・雇用、市民的・政治的関与など）において、（高齢者が望む場合には）機会の仕組みを継続的に組み込む必要性を示唆している15,16。

8. 関連性のある、厳密かつ文脈に応じた理解：法的拘束力のある文書に組み込まれ、これと関連する概念や言説は、高齢者の多様性、その選好、および彼らが直面しうる構造的障壁と関連させて設定されなければならない。この点において、それらは一律的な政策アプローチではなく、個々の状況に合わせたアプローチを促進するものでなければならない。過去30年間で、高齢期に対する進歩的な枠組みの開発で著しい進展が見られた。「独立」「自律」「参加」、そして「健康で活動的かつ充実した高齢化」といった概念は、高齢化に対する従来の想定を転換させ、衰退という前提を転換させ、高齢期に対するより包括的な視点を提供してきた。しかし、これらの概念が高齢者の多様性を軽視しうるという定評のある批判17、18に加え、COVID-19はその適用における浅薄さを露呈させた。その結果、脆弱性、父権主義、負担といった概念への急速な回帰が生じた19、20。したがって、我々は依然として、高齢化に対する狭く画一化された見方を抱き続けている。それはしばしば健康に根ざしたものであり、強固な平等と権利の基盤を欠いている。法的拘束力のある文書は、高齢化および高齢者に関連する政策や実践の概念（独立、自律、参加を含む）について、関連性を持つ、かつ厳密で文脈に応じた理解を定着させる役割を果たすべきである。

9. 連帯の基盤：法的拘束力のある文書は、個人、集団、世代の連帯の原則を基盤とすべきであり、高齢化社会における連帯的行動について、よりバランスの取れた見解を構築することを目指すべきである。社会的危機や排他的な政治の渦中において、高齢者にとっての連帯の成り立ちと意味は、ますます問われている21。人口動態の変化がもたらす影響に関する議論や議題は、時に連帯を争いの要素として扱い、高齢化を社会契約の存続可能性や社会システム（保健・社会的ケア、雇用・年金）の持続可能性および公平性に対する脅威として問題視する22、23。こうした言説はアイデンティティを剥奪し、高齢者を、包摂された主流層か、あるいは規範的な「特権的」老いの例外（排除されたマイノリティ）のいずれかに還元してしまう24、20。その結果、連帯についての非対称的な理解（世代間戦略におけるものなど）が頻繁に観察される25、26。高齢者は、家族や世帯、地域社会や地域組織、そして自国の経済的、社会的、政治的、文化的な活力に多大な貢献をしている。しかし、高齢者の権利は、こうした貢献や、社会に対する自らの価値や意義を正当化する能力を条件とするべきではない。

10. 釣り合いのとれた措置と変革的な変化：法的拘束力のある文書には、年齢に基づく平等と無差別の保障を盛り込むだけでなく、根深い排除に直面している人々のために、変革的な変化と釣り合いのとれた措置を追求するという約束が根底に据えられなければならない12、28。現在、世界各地で不平等な高齢化が蔓延しているという認識が高まっている27-29。年齢層の条件、特定の社会的立場、高齢という立場や課題から生じるリスクや不利な状況の組み合わせによって強化・再生産されるこれらの状況は、人と社会との結びつきを弱める可能性がある4、5、8。また、これらは人々の資源や人間関係、選択肢や統制力、権力や権利に著しい格差を生じさせ、より不利な人生の軌跡を生み出す可能性がある20、27。法的拘束力のある文書は、こうした排除を是正し、かつ排除の程度に対応した措置を促すものでなければならない。

11. 交差性：法的拘束力のある文書は、高齢者の権利を保護する上で、交差的な視点とアプローチを強化しなければならない。高齢化に関連する政策や言説は、高齢者が誰であり、誰ではないかについて、しばしば分断された見方を表しており、高齢化人口への交差的アプローチは特に未発達である27、30。これは、個人の個性を見落とし、異なるジェンダー、異なる社会階級、異なる人種や民族にまたがる個人の交差的な所属を見落としている。その結果、人々のニーズ、彼らが直面する相互に絡み合った不平等、そして必要な法的・政策的・実践的解決策の多面性を十分に把握できないことがある30,20。また、これらの他のグループや集団に焦点を当て、高齢化関連の問題を支援するために動員できるはずの、政策システム全体の各部門や担当分野が持つ潜在的な能力を十分に評価できていない可能性もある。

12. 確実性と安定性の向上：高齢化社会における脆弱性と不安定性を増大させる要因や変容が相まって生じていることから、法的拘束力のある文書は、確実性と安全性を高めるという原則に裏打ちされるべきである。これらの要因には、福祉提供の縮小やリスクの個人化31,28が含まれ、これらは不確実性の高まりや、重要な分野（雇用・年金、住宅、移民・在留資格）における保護の後退と並行して生じている32,33,34,35。また、これらの要因には、人口動態の変化、デジタル化、気候変動という3つの転換も含まれており、これらには高齢者にとって不公正をもたらすリスクがある36、37。最後に、戦争、避難、急速な社会政治的変化をもたらす地政学的サイクルが、再び日常の一部となっていることを考慮しなければならない。これらの要因は総合的に、多重危機の蔓延と、高齢者が取り残され、「よそ者」化される可能性を意味している38。これは、高齢者への直接的な影響という側面だけでなく、関連する管理戦略が高齢者の支援や選択肢へのアクセスに与える影響にも、および高齢者個人や集団に対する特定の見方（例：適応に遅れる人、受動的（非能動的）な人または被害者、負担となる人々）を助長する点においても当てはまる。
13. 人間性と人格：法的拘束力を持つ文書は、人間性と人格に関する哲学に裏打ちされなければならない。公的ケアシステム（およびより広義の社会）における高齢者虐待の繰り返される不穏な事例は、高齢者に対してどのように犯罪的・非道徳的な行為が行われるかだけでなく、こうした事件の対処方法が時に高齢者を傷つける可能性をも浮き彫りにしている。こうした対処に際して、我々の社会や制度が、高齢者の主体性を軽視するように条件付けられているのではないかという懸念がある。その主体性とは、自身の希望を表明する主体性、リスクを受け入れる主体性、そして極めて重要な点として、自分たちに対して行われた虐待について声を上げる主体性を指す。こうした事例の状況は、高齢者を権利の保有者として、個人として、そして我々全員が期待し必要としているのと同じ人間性への配慮に値する存在として捉えるという点に関して、我々の認識に根本的な欠落があることを、ある意味で露呈しているのかもしれない。

14. 環境の制御、安全、帰属感：高齢者の環境や居住地は、ウェルビーイングの重要な促進要因であり、人権の根底にある伝統的な原則（自律、独立、参加）と密接に関連しているにもかかわらず、権利に基づく議題や議論からはしばしば抜け落ちている39、40。法的拘束力のある文書は、こうした欠落を認識し、恒久的な民間住宅や公営住宅、長期・短期の仮住まい、緊急避難所、あるいはケア施設や支援付き居住施設・機関のいずれに居住しているかにかかわらず、高齢者がその居住環境において自律、安全、帰属感を得られるよう支援することを目指すべきである。この点への配慮が必要とされる背景には、「住み慣れた場所で老いること」が、多くの高齢者にとっては重要な希望である一方で、他の多くの人にとっては遠い目標に過ぎないという現実がある。一部の高齢者は、自身の身近な住居や地域社会において、自律、安心感、帰属意識を育むことができなかったり、その達成に向けた支援を受けられなかったりしている41。これは個人的な制約（経済的資源や移動手段など）による場合もあるが、多くの場合、構造的な状況や変化に起因することもある42、14。それは、住宅の手頃な価格やアクセシビリティ、近隣地域の開発や衰退、強制的な立ち退き、意思決定からの排除、制限的な制度的・行政的規制、そして人々の居住の選択肢や、「家」という感覚を構築・再構築する主体性を発揮する機会に影響を与えるその他の多くの要因である。

実施規定と懸念事項

質問3.法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？

我々は、高齢者の権利のためのグローバル連合（GAROP）が作成した討議文書内で提案されている、法的拘束力のある文書のための構造および枠組みを支持する。しかし、高齢者のための権利に基づく政策課題の長期的な発展と成功のために考慮すべきであると我々が考える、高齢者向け政策の実施に関する2つの具体的な考慮事項がある。

15. 人口動態の変化への備えと投資：法的拘束力のある枠組みは、高齢化がもたらす機会と課題に対応した政策上の備えと投資を促進するよう努めなければならない。高齢化問題を主流化し、政府全体での取り組みを世界的に定着させるよう求める声があるにもかかわらず、高齢化は横断的な公共政策の焦点としては浮上していない43、31。高齢化は、単一の政策分野（例：保健）に閉じ込められたり、縦割り組織に分散されたりしており、通常、国家レベルや多国間レベルでは、ごく少数の小規模な政策部門のみが主導的役割を果たしているに過ぎない44,27。資源配分や優先順位付けという点で、政策と実践の面の人口変動への備えを十分に拡大できていない45。これは、高齢化関連政策が構造的な遅れを特徴としており、その結果、システム内の非効率性が生じ、エイジズムのようなより体系的な問題から脱却するための推進力が欠如していることを意味する46。政策は社会構造と日常体験との間の重要な接点であるにもかかわらず、政策の機能と能力は不均衡かつ限定的である27。これは解決策の選択肢を狭め、高齢化を「厄介な政策課題」としてしまう。
16. 完遂（follow-through）と説明責任：実施面での欠陥に悩まされている分野や政治文化に対抗するためには、法的拘束力のある文書は、条約の批准だけでなく、その原則に基づく積極的な政治的完遂も促進するよう努めなければならない。統治区域において価値ある高齢化関連政策が導入された場合でも、こうした政策にはほとんど、あるいは全く資源が伴わないことがよくある47。これは、有意義な行動や変化を生み出す能力が最小限であることを意味する。また、ガバナンス、規制、説明責任に関する課題がその後頻繁に生じ、最終的には高齢化関連の政策ニーズや課題に対処するための政策努力が無気力化することを意味する。
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問い合わせ

本意見書に関するお問い合わせは、ゴールウェイ大学アイルランド社会老年学センター所長、キエラン・ウォルシュ教授（kieran.walsh@universityofgalway.ie）までお願いします。

アイルランド社会老年学センター（ICSG）について
公共政策における高齢期の包括的な理解を深めることを目的として、ICSGは、科学的知見、政策、実践における欠落に対応する、高齢化およびライフコースに関する研究を行っている。また、高齢化体験の多様性を促進している。
ICSGの活動は特に、高齢者のうち取り残された人々の声を支援し、その視点を研究や公共政策の設計・策定に組み込むことに重点を置いている。ICSGは、社会老年学、経済学、社会学、社会政策、地理学、公衆衛生の各分野の研究者からなる学際的な研究センターである。ICSGの戦略的研究テーマには、(1)社会的排除と不平等、(2)労働と退職、(3)場所と変化する文脈、(4)ケアインフラと長期ケアが含まれる。
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